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「第３次産業活動指数」における課題

 第3次産業活動指数とは
サービス業等、第３次産業の活動動向を総合的に、月次ベースで把握するために作成している指標。
第３次産業に関する各種１次統計等（民間データを含む）を活用して、各実数値を、統合・指数
化して作成している。

【課 題】
月次ベースで総合的に作成する目的は、一定の説明力を確保しつつ、足下の経済・産業全体
の動きを素早く把握することにある。そのため、月次ベースの統計においては何より速報性が求め
られるが、現在、第３次産業活動指数については、速報性が十分担保されているとは言い難い
状況（第３次産業活動指数の公表時期は、調査対象月の翌々月中旬）。

【要 因】
速報性が確保できない最大の要因は、第３次産業活動指数が活用している各種統計等が多
岐に渡り、公表時期が遅い統計が数多くあることにある。
そのため、その課題を解消するためには、以下の対処が必要となる。
①利用する統計の集約化
②利用する統計の公表時期の早期化
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「第３次産業活動指数」が活用する統計の状況

 第3次産業活動指数は、総合系列の下に約300の末端系列（「飲食料品小売業」といったサービス
産業に係る活動業態等を表すもの）があり、それらの末端系列を作成するために、各種統計等を利
用している。
【使用している主な統計】
○特定サービス産業動態統計調査（経産省）： 約50系列の作成に利用。
○商業動態統計（経産省）： 小売業、卸売業の系列作成に利用（約30系列）。
○サービス産業動向調査（総務省）： ９系列の作成に利用。

※なお、民間データを使って作成しているものは約50系列。

現在、第3次産業活動指数においては、活用において主力となる統計が存在していない。
そのため、サービス産業動向調査の活用割合を高めることで、例えば、「特定サービス産業動態統
計調査」、「商業動態統計」、「サービス産業動向調査」の３統計で、300系列のほとんどをカバー
できる状況となれば、「第３次産業活動指数」の速報性確保の足がかりになると考えられる。
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サービス産業動向調査の活用に当たっての課題

 第3次産業活動指数で、「サービス産業動向調査」の利用数（９系列で使用）が少ない理由として
は、以下の点があげられる。
①「サービス産業動向調査」の公表時期が、第３次産業活動指数の公表時期と比べて遅い。

第３次産業活動指数： 調査対象月の翌々月中旬
サービス産業動向調査： 調査対象月の翌々月下旬

②「サービス産業動向調査」と第３次産業活動指数の業種分類の整理に差がある。
第３次産業活動指数： 小分類～細分類レベル（日本標準産業分類ベースに換算）

※産業の実態に合わせて、日本標準産業分類とは異なる整理をしている業種もあり
サービス産業動向調査： 中分類（日本標準産業分類）

【サービス産業動向調査】
そのため、第３次産業活動指数で、サービス産業動向調査の活用を増やすために、当該調査
の見直しの中で希望する点は次のとおり。
①公表時期の早期化
第３次産業活動指数の公表に間に合うタイミングとしては、調査対象月の翌々月初旬まで
に公表されることを期待。

②調査の対象業種区分の細分化
主要業種については、説明力確保のため、小分類レベルで調査が行われることを期待。
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サービス産業動向調査の見直しに期待するポイント
 前ページにおいて、「サービス産業動向調査」の見直しに期待する点として、①公表の早期化、②調
査対象業種の細分化の２点を上げたが、具体的には次のとおり。
①公表の早期化

現在の第3次産業活動指数の公表に間に合うタイミングであれば、調査対象月の翌々月初旬
までの公表であるが、第３次産業活動指数における課題解決（速報性の確保）を念頭に置くと、
サービス産業動向調査の公表も調査対象月の翌月末という形になるのであると、第３次産業活
動指数にとっては非常に有用。

②調査対象業種の細分化
調査対象業種を細分化する対象としては、
（ⅰ）注目度が高く細かく動きを見ることが望ましいと思われる業種
（ⅱ）他省庁統計等において、データがあまり整備されていない業種
（ⅲ）民間データ中心となっている業種（データ提供の継続性を確保する観点）
が考えられ、少なくとも、以下の業種が想定される。
■G.情報通信業－「情報サービス業」、「インターネット付随サービス業」、

「映像・音声・文字情報制作業」 ：注目度が高い業種
■L.学術研究、専門・技術サービス業、

R.サービス業（他に分類されないもの） ： データがあまり整備されていない業種
■N.生活関連サービス業、娯楽業－「娯楽業」： 民間データ中心の業種

③変動要因に関する情報提供
上記２点以外に、公表結果について、変動要因等についての情報提供があることが望ましい。
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サービス産業
動向調査

第３次指数
データ入手
時期

データ
入手先

3次指数の系列

F 電気・ガス・熱供給・水道業 ○ －
33 電気業 ○ ◎ 電気業
34 ガス業 ○ × ガス業
35 熱供給業 ○ × 国以外 熱供給業
36 水道業 ○ ○ 水道業

G 情報通信業 ○ ○ －
37 通信業 ○ ○ × 通信業
38 放送業 ○ ○ × 放送業
39 情報サービス業 ○ ○ －

391 ソフトウェア業 ○ －
3911 受注開発ソフトウェア業 ○ ○ 受注ソフトウェア
3912 組込みソフトウェア業 ○ ○ ソフトウェアプロダクト
3913 パッケージソフトウェア業 ○ ○ ソフトウェアプロダクト（除くゲームソフト）
3914 ゲームソフトウェア業 ○ ○ ゲームソフト

392 情報処理・提供サービス業 ○ －
3929 その他の情報処理・提供サービス業 ○ ○ システム等管理運営受託、その他の情報処理・提供サービス業

40 インターネット附随サービス業 ○ ○ －
4011 ポータルサイト・サーバ運営業 ○ ○ サイト運営業務
4012 アプリケーション・サービス・コンテンツ・プロバイダ ○ ○ コンテンツ配信業務
4013 インターネット利用サポート業 ○ ○ その他のインターネット附随サービス業

41 映像・音声・文字情報制作業 ○ ○ －
411 映像情報制作・配給業 ○ －

4111 映画・ビデオ制作業 ○ ○ 国以外 ビデオ制作・配給業、映画制作・配給業
4112 テレビジョン番組制作業 ○ ○ テレビ番組制作・配給業
4114 映画・ビデオ・テレビジョン番組配給業 ○ ○ 国以外 ビデオ制作・配給業、映画制作・配給業、テレビ番組制作・配給業

412 音声情報制作業 ○ －
4121 レコード制作業 ○ ◎ 国以外 レコード制作業
4122 ラジオ番組制作業 ○ ○ ラジオ番組制作業

413 新聞業 ○ ◎ 国以外 新聞業
414 出版業 ○ ◎ 国以外 出版業、週刊誌、月刊誌、書籍

H 運輸業，郵便業 ○ ○
42 鉄道業 ○ ○ × 鉄道旅客運送業、鉄道貨物運送業
43 道路旅客運送業 ○ ○ × バス業、タクシー業
44 道路貨物運送業 ○ ○ －

4411 一般貨物自動車運送業 ○ × 一般貨物自動車運送業
4421 特定貨物自動車運送業 ○ × 一般貨物自動車運送業
4412 特別積合せ貨物運送業 ○ × 宅配貨物運送業

45 水運業 ○ ○ －
4511 外航旅客海運業 △ × 水運旅客運送業
4512 外航貨物海運業 ○ ◎ 外航貨物水運業
4521 沿海旅客海運業 △ ○ 水運旅客運送業
4522 沿海貨物海運業 ○ ○ 水運貨物運送業

453 内陸水運業 ○ × 内航貨物水運業
46 航空運輸業 △ ○ －

461 航空運送業 ○ × 航空旅客運送業、…（多数系列有）
462 航空機使用業 ○ × 航空旅客運送業、…（多数系列有）

47 倉庫業 ○ ○ －
471 倉庫業（冷蔵倉庫業を除く） ○ × 普通倉庫業
472 冷蔵倉庫業 ○ ◎ 国以外 冷蔵倉庫業

48 運輸に附帯するサービス業 ○ ○ －
481 港湾運送業 ○ × 港湾運送業
484 こん包業 ○ × こん包業
485 運輸施設提供業 ○ －

4852 道路運送固定施設業 ○ ○ 国以外 道路施設提供業
4856 飛行場業 ○ ○ 国以外 飛行場業

49 郵便業（信書便事業を含む） △ ○ ○ 国以外 郵便業（信書便事業を含む）
I 卸売業，小売業 ○ ◎ 【省略】
J 金融業，保険業 ○ ◎～× 国以外含む 【省略】
K 不動産業，物品賃貸業 ○ ○

68 不動産取引業 ○ ○ －
681 建物売買業，土地売買業 ○ －

6811 建物売買業 ○ ◎ 国以外 新築戸建住宅売買業、マンション分譲業
6812 土地売買業 ○ ◎ 国以外 土地売買業

682 不動産代理業・仲介業 ○ ◎ 国以外 戸建住宅売買仲介、マンション売買仲介…
69 不動産賃貸業・管理業 ○ ○ －

6911 貸事務所業 ○ ◎ 国以外 貸事務所業
692 貸家業、貸間業 ○ ◎ 住宅賃貸業
693 駐車場業 ○ × 駐車場業

70 物品賃貸業 ○ ○ －
7019 その他の各種物品賃貸業 ○ ○ 土木・建設機械レンタル、情報関連機器レンタル、…（多数系列有）
7021  産業用機械器具賃貸業（建設機械器具を除く） ○ ○ 産業用機械リース
7022 建設機械器具賃貸業 ○ ○ その他のリース

703 事務用機械器具賃貸業 ○ ○ 事務用機械リース
704 自動車賃貸業 ○ ○ 自動車リース業、自動車レンタル業

L 学術研究，専門・技術サービス業 ○ ○
71 学術・開発研究機関 ○ ○ 学術・開発研究機関
72 専門サービス業（他に分類されないもの） ○ ○ －

日本標準産業分類

※「サービス産業動向調査」、「第３次指数」欄：　○…調査で把握できる、△…調査に含まれるが、他の分類と合計しての把握となっている。
※「データ入手時期」欄：　◎…調査対象月の翌月末まで入手可能、　○…３次指数公表に間に合って入手可能（調査対象月の翌々月初めまで）、　×…３次指数公表には間に合わない
※「データ入手先」欄：　国以外…国統計、地方公共団体以外から提供を受けているデータ
※黄色…サービス産業動向調査を利用、　オレンジ…特定サービス動態統計調査（経産省）を利用



721 法律事務所，特許事務所 ○ －
7211 法律事務所 ○ ○ 法律事務所
7212 特許事務所 ○ ◎ 特許事務所
7221 公証人役場，司法書士事務所 ○ × 公証人役場，司法書士事務所

724 公認会計士事務所，税理士事務所 ○ ○ 国以外 公認会計士事務所，税理士事務所
73 広告業 ○ ○ ○ ４媒体広告、新聞広告、…（多数系列有）
74 技術サービス業（他に分類されないもの） ○ ○ －

742 土木建築サービス業 ○ － 土木・建築サービス業
7421 建築設計業 ○ ◎ 建設コンサルタント
7422 測量業 ○ ◎ 測量
7429 その他の土木建築サービス業 ○ ○ 地質調査

743 機械設計業 ○ ○ 機械設計業
7452 環境計量証明業 ○ ○ 環境計量証明業

749 その他の技術サービス業 ○ ○ エンジニアリング業
746 写真業 ○ ○ 写真業

M 宿泊業，飲食サービス業 ○ ○
75 宿泊業 ○ ○ －

751 旅館、ホテル ○ ◎ 旅館、ホテル（２系列）
76 飲食店 ○ ○ －

761 食堂，レストラン（専門料理店を除く） △ ◎ 国以外 食堂，レストラン，専門店
762 専門料理店 △ ◎ 国以外 食堂，レストラン，専門店
765 酒場、ビヤホール △ ◎ 国以外 パブレストラン，居酒屋
766 バー、キャバレー、ナイトクラブ △ ◎ 国以外 パブレストラン，居酒屋
767 喫茶店 ○ ◎ 国以外 喫茶店
769 その他の飲食店 ○ ◎ 国以外 ファーストフード店

77 持ち帰り・配達飲食サービス業 ○ ○ × 飲食サービス業
N 生活関連サービス業，娯楽業 ○ ○

78 洗濯・理容・美容・浴場業 ○ ○ － 洗濯・理容・美容・浴場業
781 洗濯業 ○ － 洗濯業

7811 普通洗濯業 ○ ○ 普通洗濯業
7813 リネンサプライ業 ○ × リネンサプライ業

782 理容業 ○ ○ 理容業
783 美容業 ○ ○ 美容業
784 一般公衆浴場業 ○ ○ 浴場業
789 その他の洗濯・理容・美容・浴場業 ○ ○ その他の洗濯・理容・美容・浴場業

79 その他の生活関連サービス業 ○ ○ － その他の生活関連サービス業
791 旅行業 ○ × 国内旅行、海外旅行、外人旅行
796 冠婚葬祭業 ○ － 冠婚葬祭業

7961 葬儀業 ○ ○ 葬儀業
7962 結婚式場業 ○ ○ 結婚式場業

80 娯楽業 ○ ○ －
801 映画館 ○ ◎ 国以外 映画館
802 興行場（別掲を除く），興行団 ○ －

8021 劇場 △ ○
8022 興行場 △ ○
8023 劇団 △ ○ 国以外 音楽・芸術等興行
8024 楽団、舞踏団 △ ○ 国以外 音楽・芸術等興行
8025 演芸・スポーツ等興行団 ○ ◎ 国以外 プロスポーツ興行

803 競輪・競馬等の競走場，競技団 ○ －
8031 競輪場 ○ ◎ 国以外 競輪場
8032 競馬場 ○ ◎ 国以外 競馬場
8033 自動車・モータボートの競走場 ○ ◎ 国以外 オートレース場、競艇場

804 スポーツ施設提供業 ○ －
8043 ゴルフ場 ○ ○ ゴルフ場
8044 ゴルフ練習場 ○ ○ ゴルフ練習場
8045 ボウリング場 ○ ○ ボウリング場
8048 フィットネスクラブ ○ ○ フィットネスクラブ
8053 テーマパーク ○ ○ 遊園地・テーマパーク
8064 パチンコホール ○ ○ パチンコホール

O 教育，学習支援業 ○
82 その他の教育，学習支援業 ○

821 社会教育 △
822 職業・教育支援施設 △
823 学習塾 △ ○ ○ 学習塾
824 教養・技能教授業 △

8245 外国語会話教授業 ○ ○ 外国語会話教室
P 医療，福祉 ○ ○ －

83 医療業 ○ ○ －
831 病院 △ × 国以外 病院・一般診療所
832 一般診療所 △ × 国以外 病院・一般診療所
833 歯科診療所 ○ × 国以外 歯科診療所

84 保健衛生　（※「保健所」を除く） ○ ○ × 保健衛生
85 社会保険・社会福祉・介護事業 ○ ○ × 社会福祉・介護事業

R サービス業（他に分類されないもの） ○ ○
88 廃棄物処理業 ○ ○ × 廃棄物処理業
89 自動車整備業 ○ ○ × 自動車整備業
90 機械等修理業（別掲を除く） ○ ○ × 機械修理業
91 職業紹介・労働者派遣業 ○ ○ × 職業紹介・労働者派遣業
92 その他の事業サービス業 ○

923 警備業 ○ × 国以外 警備業
95 その他のサービス業 ○


